
■事業内容■ 

  

１ 環境管理に伴う調査・測定・化学分析        

２ ダイオキシン類に係る濃度計量証明 

３ ビル管理に伴う水質検査･空気環境測定   

４ 水道法第 20 条に基づく水質検査 

５ 土壌汚染対策法に基づく土壌汚染状況調査 

６ 労働衛生管理に伴う作業環境測定 

７ トータルサニテーション管理 

８ 委託試験・研究・開発 
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環境省と経済産業省は平成 17年 3月 18日､PRTR法に基づき事業者から届出があった化学物質の

排出量･移動量等のデータの第 3回目の集計結果を公表しました｡ 

今回公表されたのは化学物質別､都道府県別､業種別､従業員数別などの 4,464 種類の集計表で

す｡ 

 

<平成 15 年度届出排出量･移動量> 

･届出事業所数 4 万 1,000 事業所(前年度 3万 4,497 と比較し約 6,600 増) 

･届出排出量  29 万 1,000 トン(前年度 29 万トンとほぼ同量) 

･届出移動量  24 万トン(前年度 21 万トンと比較し微増) 

  

業種別では､化学工業(約 13万3,000 トン)､輸送用機械器具製造業(約6万2,000 トン)など上位10

業種の排出量･移動量だけで､届出排出量･移動量総計の 82%にあたる約 43 万 7,000 トンに達してい

たほか､物質別でもトルエンの届出排出量･移動量 17 万トン､キシレンの同 6 万トンなど､届出排出量･

移動量の上位 10 物質だけで届出排出量･移動量総計の 74%にあたる 39 万ﾄﾝを占める結果となりま

した｡ 

 また､国が推計を行った届出対象外の排出量は､全国の合計で約 34 万 2,000 トンにのぼりました｡ 

 なお PRTR 法では､個別事業所のデータ開示も国のデータ公表後に国民の請求により実施されるこ

とになっており､このデータ開示請求の受付も 3月 18 日 15 時から開始されました｡  

 

資料：2005 年 3 月 18 日付 EIC ネット、環境省 HP 
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